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１．予算編成のポイント１．予算編成のポイント１．予算編成のポイント１．予算編成のポイント

『『『『長期総合計画の実現長期総合計画の実現長期総合計画の実現長期総合計画の実現』』』』 とととと 『『『『財政の健全化財政の健全化財政の健全化財政の健全化』』』』 の両立の両立の両立の両立

○『○『○『○『未来に羽ばたく元気な和歌山未来に羽ばたく元気な和歌山未来に羽ばたく元気な和歌山未来に羽ばたく元気な和歌山』』』』の実現に向けての実現に向けての実現に向けての実現に向けて

にににに重点的な予算措置重点的な予算措置重点的な予算措置重点的な予算措置

○○○○新行財政改革推進プラン（改定版）新行財政改革推進プラン（改定版）新行財政改革推進プラン（改定版）新行財政改革推進プラン（改定版）（平成２４年度～２８年度）（平成２４年度～２８年度）（平成２４年度～２８年度）（平成２４年度～２８年度）の中間年度に当たりの中間年度に当たりの中間年度に当たりの中間年度に当たり

①収支不足額をプランどおり堅持①収支不足額をプランどおり堅持①収支不足額をプランどおり堅持①収支不足額をプランどおり堅持

②財調・県債②財調・県債②財調・県債②財調・県債管理管理管理管理基金について基金について基金について基金について、、、、プラン以上の残高を確保プラン以上の残高を確保プラン以上の残高を確保プラン以上の残高を確保

持続可能な財政構造の確立のため持続可能な財政構造の確立のため持続可能な財政構造の確立のため持続可能な財政構造の確立のため

「安全と安心」の政策「安全と安心」の政策「安全と安心」の政策「安全と安心」の政策 「未来への投資」の政策「未来への投資」の政策「未来への投資」の政策「未来への投資」の政策

１



２．２．２．２．予算の予算の予算の予算の全体像全体像全体像全体像

予算規模予算規模予算規模予算規模

歳歳歳歳 出出出出 ５，６８１億円５，６８１億円５，６８１億円５，６８１億円

（対前年度＋９億円、＋０．２％）（対前年度＋９億円、＋０．２％）（対前年度＋９億円、＋０．２％）（対前年度＋９億円、＋０．２％）

歳歳歳歳 入入入入 ５，６７５億円５，６７５億円５，６７５億円５，６７５億円

※※※※県債管理基金繰入金６億円を除く県債管理基金繰入金６億円を除く県債管理基金繰入金６億円を除く県債管理基金繰入金６億円を除く

（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、
端数において合計とは一致しない場合がある。

収支不足額収支不足額収支不足額収支不足額

歳出歳入差引歳出歳入差引歳出歳入差引歳出歳入差引 ６億円（前年度９億円）６億円（前年度９億円）６億円（前年度９億円）６億円（前年度９億円）

県債管理基金の取り崩しにより補てん

財政調整基金残高（H26末見込） ４１億円

県債管理基金残高（H26末見込）１７１億円

※※※※改定プランの想定：平成２６年度末改定プランの想定：平成２６年度末改定プランの想定：平成２６年度末改定プランの想定：平成２６年度末 両基金残高計両基金残高計両基金残高計両基金残高計 １８５億円１８５億円１８５億円１８５億円

※【収支不足】 「歳出額」－「歳入額」のことであり、財源が不足する状態をいう。
当該不足額の補てんに財政調整基金・県債管理基金を活用する。
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予算規模の推移

○前年並みの歳出規模を確保

○過去１０年間では、平成２４年度

に次いで２番目の予算規模

２１２億円２１２億円２１２億円２１２億円

２



３．歳入のポイント（自主財源、依存財源）

◆◆◆◆自主財源自主財源自主財源自主財源 ２，３２３億円２，３２３億円２，３２３億円２，３２３億円 （対前年度＋１２４億円、構成比 ４０．９％《㉕ ３８．８％》）

県 税 ８３０億円（対前年度＋４２億円、＋５．２％）

諸 収 入 １，０２７億円（対前年度△５億円、△０．４％）

そ の 他 ４６６億円（対前年度＋８７億円、＋２２．９％）
※※※※その他（地方消費税清算金、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金）その他（地方消費税清算金、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金）その他（地方消費税清算金、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金）その他（地方消費税清算金、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金）

◆◆◆◆依存財源依存財源依存財源依存財源 ３，３５８億円３，３５８億円３，３５８億円３，３５８億円 （対前年度 △１１５億円、構成比５９．１％《㉕ ６１．２％》）

地 方 交 付 税 １，５９１億円（対前年度△１０億円、△０．６％）

国 庫 支 出 金 ７２２億円（対前年度△１２０億円、△１４．２％）

県 債 ８６２億円（対前年度△１４億円、△１．６％）

※※※※うち臨時財政対策債うち臨時財政対策債うち臨時財政対策債うち臨時財政対策債 ３４０億円３４０億円３４０億円３４０億円 （対前年度△２０億円、△５．６％）（対前年度△２０億円、△５．６％）（対前年度△２０億円、△５．６％）（対前年度△２０億円、△５．６％）

そ の 他 １８３億円（対前年度＋２９億円、＋１９．３％）

※※※※その他（地方譲与税、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金）その他（地方譲与税、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金）その他（地方譲与税、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金）その他（地方譲与税、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金）
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自主財源と依存財源の推移 自主財源
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（１）県税収入

主な税目の状況主な税目の状況主な税目の状況主な税目の状況

・個人県民税・個人県民税・個人県民税・個人県民税 ２８９億円２８９億円２８９億円２８９億円

（対前年度＋９億円、＋３．４％）

・法人二税・法人二税・法人二税・法人二税 １５８億円１５８億円１５８億円１５８億円

（対前年度＋１１億円、＋７．８％）

・自動車税・自動車税・自動車税・自動車税 １１３億円１１３億円１１３億円１１３億円

（対前年度△１億円、△０．８％）

・地方消費税・地方消費税・地方消費税・地方消費税 １４９億円１４９億円１４９億円１４９億円

（対前年度＋２０億円、＋１５．５％）

・・・・軽油引取税軽油引取税軽油引取税軽油引取税 ６０億円６０億円６０億円６０億円

（対前年度＋５億円、＋８．２％）

・・・・その他その他その他その他 ６１６１６１６１億円億円億円億円

（個人事業税、不動産取得税、県たばこ税ほか）

（対前年度△２億円、△５．７％）

個人県民税

法人二税

自動車税

地方消費税

○○○○県税収入県税収入県税収入県税収入 ８３０億円（対前年度＋４２億円、＋５．２％）

景気回復や税率改正により、個人県民税、法人二税、地方消費税が増収

790 801 788
830

263

115

120

122

134

267

158

115

123

127

275

157

114

126

129

280

147

114

129

118

289

158

113

149

121

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

（億円）

H22 H23 H24 H25 H26

県税収入予算額の推移

個人県民税 法人二税 自動車税

地方消費税 軽油＋その他

軽油
＋その他

754

４



（２）地方交付税・臨時財政対策債

○○○○地方交付税・臨時財政対策債地方交付税・臨時財政対策債地方交付税・臨時財政対策債地方交付税・臨時財政対策債 １，９３１億円１，９３１億円１，９３１億円１，９３１億円

（対前年度△３０億円、△１．５％）
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（億円）

H22 H23 H24 H25 H26

地方交付税及び臨時財政対策債の状況

臨時財政対策債

地方交付税

2,001 2,011 2,012 1,961 1,931

地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税 １，５９１億円１，５９１億円１，５９１億円１，５９１億円

（対前年度△１０億円、△０．６％）

※地方消費税や法人二税の増等により、地方交付税、臨時財政対策債ともに減

＜参考＞

地財計画では、交付税は△１．０％、臨財債は△９．９％、実質的な交付税（交付税と臨財債の合計）では△３．４％

臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債 ３４０億円３４０億円３４０億円３４０億円

（対前年度△２０億円、△５．６％）

５



（３）県債（県債残高）

○○○○県債（臨時財政対策債除き）県債（臨時財政対策債除き）県債（臨時財政対策債除き）県債（臨時財政対策債除き） ５２２５２２５２２５２２億億億億円円円円
（対前年度＋６億円、＋１．１％）

うち 退職手当債 ５８億円（対前年度＋２億円、＋３．６％）

行政改革推進債 ４８億円（対前年度＋８億円、＋１９．４％）

◎県債依存度 ９．２％（対前年度＋０．１％)

○○○○県債残高県債残高県債残高県債残高

平成２６年度末残高（見込）平成２６年度末残高（見込）平成２６年度末残高（見込）平成２６年度末残高（見込） １兆１兆１兆１兆１６１６１６１６２２２２億円億円億円億円
（㉕末残高（見込） ９，８９２億円、＋２７０億円、＋２．７％）
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H22 H23 H24 H25 H26

県債発行額の推移

通常債 行政改革推進債等 退職手当債

496
468

591

516 522

※※※※臨時財政対策債含みでは臨時財政対策債含みでは臨時財政対策債含みでは臨時財政対策債含みでは ８６２８６２８６２８６２億円億円億円億円
（対前年度△１４億円、△１．６％）

◎県債依存度 １５．２％（対前年度△０．２％）

<参考> 地方財政計画の地方債依存度 約１２．７％

※通常債残高は、国経済対策分の補正予算債が増加するも、全体として

は、減少傾向。

※平成１３年度から発行している臨時財政対策債の残高が増加。

（平成２６年度末残高（見込）３，５０６億円）

※平成１８年度以降、収支不足に対応するため、臨時的に発行している

退職手当債や行政改革推進債等にも目を配りつつ、県債の管理を行う

ことが必要。
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（億円）

H22（決算） H23（決算） H24（決算） H25（見込） H26（予算）

県債残高の推移 通常債 退手債・行革債等 臨財債

8,759 8,981 9,396 9,892 10,162

臨財債除きで、県民一人あたり ６５万円 ６



（４）基金繰入金、その他の歳入

○○○○基金繰入金基金繰入金基金繰入金基金繰入金 ２０８億円２０８億円２０８億円２０８億円（対前年度＋５７億円、＋３８．２％）
地域振興基金（元気交付金）の有効活用等により増加

特定目的基金の有効活用

〔主な基金の繰入額〕
・地域振興基金 ９９億円（対前年度＋９１億円）
・国体・障害者スポーツ大会運営基金

１０億円（対前年度＋１０億円）
・医療施設耐震化臨時特例基金 －億円（対前年度 △８億円）
・地域医療再生臨時特例基金 ８億円（対前年度△１６億円）
・介護基盤緊急整備等臨時特例基金 １億円（対前年度△５億円）
・緊急雇用創出事業臨時特例基金 １８億円（対前年度△７億円）

（単位：億円）
Ｈ２４末
残高

Ｈ２５末見込
（２月補正後）

Ｈ２６
取崩

Ｈ２６末
見込

財政調整基金 41 41 － 41

県債管理基金 176 177 6 171

計 217 218 6 212

※財政調整基金及び県債管理基金の状況○その他の歳入○その他の歳入○その他の歳入○その他の歳入 ２，１９０億円２，１９０億円２，１９０億円２，１９０億円

（対前年度△６６億円、△２．９％）

〔主なもの〕

地方消費税清算金 １８３億円（＋１８億円）

地方譲与税 １７７億円（＋３０億円）

分担金及び負担金 １１億円（＋２億円）

使用料及び手数料 ５０億円（＋１１億円）

国庫支出金 ７２２億円（△１２０億円）

※元気交付金の減

ほか

基金残高基金残高基金残高基金残高

（一般会計所管の基金総額見込）

Ｈ２５末 ９５９億円

⇒⇒⇒⇒ Ｈ２６Ｈ２６Ｈ２６Ｈ２６末末末末 ７７３７７３７７３７７３億円億円億円億円

７



４．歳出のポイント（義務的経費、政策的経費）

◆義務的経費義務的経費義務的経費義務的経費 ２，２９７億円２，２９７億円２，２９７億円２，２９７億円（対前年度△１億円、△０．０％、構成比４０．４％）

人 件 費 １，４２２億円（対前年度△１２億円、△０．８％） ※附属機関の委員報酬等を除き１，４０５億円

公 債 費 ７２６億円（対前年度△７億円、△０．９％）

扶 助 費 １４９億円（対前年度＋１９億円、＋１３．８％）

◆◆◆◆政策的経費政策的経費政策的経費政策的経費 ３，３８４億円３，３８４億円３，３８４億円３，３８４億円（対前年度＋９億円、＋０．３％、構成比５９．６％）

投資的経費 １，１７８億円（対前年度＋３４億円、＋３．０％）

そ の 他 ２，２０６億円（対前年度△２５億円、△１．１％）

（補助費等、積立金、貸付金、維持補修費・繰出金等）

1527

693

122

1066

1937

1,526

726

124

1,055

1,996

1,468

725

127

1,269

2,159

1,434

733

130

1,144

2,231

1,422

726

149

1,178

2,206

0
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(億円）

H22 H23 H24 H25 H26

その他

投資的経費

扶助費

公債費

人件費

5,345 5,427

5,748 5,672 5,681

投資的経費

扶助費

公債費

人件費

８

その他



（１）人件費

○○○○人人人人 件件件件 費費費費 １，４２２億円１，４２２億円１，４２２億円１，４２２億円（対前年度△１２億円、△０．８％）

経常人件費（一般職）経常人件費（一般職）経常人件費（一般職）経常人件費（一般職） １，２１５億円（対前年度△３０億円、△２．４％）

定数削減や自宅に係る住居手当の廃止等による減少

職員定数 △１１５人（教育△１３０人、警察＋１５人）削減により△９億円

退退退退 職職職職 手手手手 当当当当 １６３億円（対前年度＋１３億円、＋９．２％）

退職者の増 ＋１１４人

1306

181

40

1,290

193

43

1,252

177

39

1,245

150

39

1,215

163

44
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（億円）

H22 H23 H24 H25 H26

人件費予算の推移 経常人件費 退職手当 その他

▲３０億円

経常的な人件費の減分は

「新政策」関連事業に充当

1,527 1,526

1,468
1,434 1,422

９



（２）公債費

○○○○公公公公 債債債債 費費費費 ７２６億円７２６億円７２６億円７２６億円（対前年度△７億円、△０．９％）

公債費の縮減対策の実施

・平成２５年度において、決算剰余金処分等による県債の繰上償還を実施
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公債費の推移 元金 利子

693 726 725 733 726
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（３）投資的経費

普通建設補助普通建設補助普通建設補助普通建設補助 ６２７億円
（ 対前年度＋３億円、＋０．５％）

道路改良 ＋２０億円

大規模建築物の耐震化促進 ＋１５億円

普通建設単独普通建設単独普通建設単独普通建設単独 ２９６億円
（ 対前年度＋５３億円、＋２２．０％）

消防学校整備 ＋１６億円

消防救急デジタル無線整備 ＋７億円

田辺警察署庁舎新築 ＋６億円

観光トイレ整備補助 ＋６億円

直轄負担金（災害除く）直轄負担金（災害除く）直轄負担金（災害除く）直轄負担金（災害除く） １５８億円
（ 対前年度＋１４億円、＋１０．２％）

直轄道路事業 ＋１０億円

直轄特定緊急砂防等事業 ＋７億円

災害復旧災害復旧災害復旧災害復旧 ９７億円
（ 対前年度△３７億円、△２７．６％）

※台風１２号関連 △４６億円

634

261

112

59

658

248

93

56

752

251
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624

243
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296
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投資的経費の推移

普通建設補助 普通建設単独 国直轄 災害復旧

○○○○投資的経費投資的経費投資的経費投資的経費 １，１７８億円１，１７８億円１，１７８億円１，１７８億円（対前年度＋３４億円、＋３．０％）

強靭な県土づくり（道路整備や地震・津波対策）に注力した予算措置

1,066 1,055

1,269

1,144
1,178
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（４）その他の歳出

○○○○その他その他その他その他 ２，２０６億円２，２０６億円２，２０６億円２，２０６億円（対前年度△２５億円、△１．１％）

うち 補 助 費 等 １，０６４億円（対前年度＋５０億円、＋５．０％）

積 立 金 ２２億円（対前年度△６１億円、△７３．９％）

貸 付 金 ９４５億円（対前年度△１２億円、△１．２％）

維持補修費・繰出金等 １７５億円（対前年度△２億円、△１．１％）

〔〔〔〔主な増減要因主な増減要因主な増減要因主な増減要因〕〕〕〕
補補補補 助助助助 費費費費 等等等等

○紀の国わかやま国体・大会の開催準備
１１億円（対前年度＋９億円）

○高等学校就学支援
８億円（皆増）

○知事選挙執行
５億円（皆増）

○諸支出金（地方消費税清算金等）
２４７億円（対前年度＋２１億円）

積積積積 立立立立 金金金金

○基金管理

５億円（対前年度△６９億円）

貸貸貸貸 付付付付 金金金金
○中小企業融資制度実施

９２０億円（対前年度△１２億円）

1,046

33
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177

1,053
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（億円）
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その他の歳出の推移

補助費等 積立金 貸付金 維持補修費・繰出金等

1,937 1,988

2,159 2,231 2,206
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５．社会保障と税の一体改革による影響社会保障と税の一体改革による影響社会保障と税の一体改革による影響社会保障と税の一体改革による影響

＜参考＜参考＜参考＜参考> > > > 社会保障と税の一体改革による影響（県負担額ベース）社会保障と税の一体改革による影響（県負担額ベース）社会保障と税の一体改革による影響（県負担額ベース）社会保障と税の一体改革による影響（県負担額ベース）

地方消費税の引上げによる増収分については、全て社会保障費の財源として活用

【歳入】 １８億円

地方消費税の引上げによる税収等の増 １８億円

【歳出】 １８億円

社会保障の充実 ８．５億円

・保育緊急確保（待機児童の解消、子ども・子育て支援の推進等）

２億円

・国保制度充実対策（低所得者の保険料軽減） ４．５億円

・後期高齢者医療制度充実対策（同上） １億円

・診療報酬の充実 １億円

消費税増税に伴う社会保障費の増（診療報酬・介護報酬改定） ５億円

社会保障の安定化（自然増等） ４．５億円
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※表示未満四捨五入の関係で、合計が一致しない箇所あり （億円）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

当初予算額 当初予算額 当初予算額 見 　込　 額 見 　込　 額

 歳　　　　　　　　　　　出　　（Ａ） 5,748 5,672 5,681 5,950 5,623

1,457 1,421 1,405 1,393 1,371

経常人件費 1,260 1,252 1,222 1,211 1,196

退職手当 177 150 163 163 156

726 733 726 777 813

1,269 1,144 1,178 1,243 968

2,295 2,375 2,371 2,536 2,471

社会保障関係経費 506 512 529 545 556

 歳　　　　　　　　　　　入　　（Ｂ） 5,676 5,567 5,569 5,795 5,488

801 788 830 936 958

2,012 1,961 1,931 1,911 1,894

770 842 722 728 674

536 420 416 488 361

1,557 1,555 1,670 1,732 1,600

72 105 112 155 135

37 56 58 103

18 40 48 52 50

17 9 6 ▲ 0 85

200 208 212 212 127

人　件　費

公　債　費

投資的経費

財調・県債管理基金年度末残高（見込）

退手債・行革債発行前の収支不足額 （Ａ）-（Ｂ）　【１】

退手債発行予定額　【２】

行革債発行予定額　【３】

最終収支不足額　（【１】-【２】-【３】）

その他支出

県　　税

地方交付税・臨時財政対策債

国庫支出金

県　　債（臨財債・退手債・行革債を除く）

その他収入

６６６６．財政収支見通し．財政収支見通し．財政収支見通し．財政収支見通し（平成２６年度当初予算反映後）（平成２６年度当初予算反映後）（平成２６年度当初予算反映後）（平成２６年度当初予算反映後）
（試算の条件）
○平成２６年度当初予算案をベースとして、内閣府の「中長期の経済財政に関する試算」等により一定の条件を仮定し、伸び率
を乗じるなどして機械的に試算。

○現時点で判明している状況を基に試算したものであり、国の財政運営の動向や今後の経済情勢などにより大幅に変わりうる。
○今後の消費税率の引き上げ等については、本試算では考慮していない。
○本収支見通しは、毎年、当初予算編成時に更新する。
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